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他府県の先行取組事例



23
国土交通省資料より 「今後の実証実験について」



バスタイプ

 安全性や事故時の責任の所在など
技術、制度両方で社会の受入れ体
制は未整備

 自動運転技術は各社が開発途上

 自動運転の実現が社会のシステム（シェア
リングエコノミー、社会コスト低減）に及
ぼす影響に備えた行動変容の取組を進める。

 地域公共交通の課題対応や利便性向上の観
点から、自動運転による対応可能性を早期
に把握

 技術の確立、制度整備に備えて、県内で導入すべき
地域等を調査し、実装可能性を検討

シミュレー
ション

考え方

事業展開

乗用車タイプ

社会受容性  自動運転社会に備えて、セミナー等によるモビリ
ティ・マネジメントを実施

 実際に地域に導入される可能性のある車両を用いて、
乗車体験を含めた実証実験を実施

シェアリング・エコノミーの市場規模
（平成27年版 情報通信白書）

2019 2020 2021 2022

実装可能性調査 社 会 実 装 試 行

自動運転レベルの定義
（「官民ITS構想・ロードマップ2017」をもとに作成）

 「官民ITS構想・ロードマップ2017」で
自動運転レベルを定義

１ 現状 ２ 課題 ３ 対応の方向性

レベル システムによる対応 安全の監視・対応

５
（完全運転自動化）

全ての運転タスク システム

４
（高度運転自動化）

全ての運転タスク
（限定領域）

システム

３
（条件付運転自動化）

全ての運転タスク
（限定領域）

システム
（困難な場合は運転者）

２
（部分運転自動化）

前後・左右の
両方の車両制御

運転者

１
（運転支援）

前後・左右の
いずれかの車両制御

運転者

技術
レベル4（限定地域）を2020年までに
実現し、2025年をめどに普及

責任
民事責任（製造物責任）、刑事責任は議論中

 「公道での遠隔型自動実証実験の新ガイド
ライン」（2017年警察庁）が策定されて
いるが、法整備はこれから（ドイツは
2017年にレベル３に対応）

実装可能性調査

•情報収集
動向把握

•社会受容性の醸成
•導入可能地域検討
地域絞込、事業性評価、
オペレーション検討

•実証実験
社会実装に向けた実験、
ビジネスモデルの検証

モ ビ リ テ ィ ・ マ ネ ジ メ ン ト に よ る 社 会 受 容 性 向 上

対応可能性
• バス等運転手の担い手に依存しない移動手段
• ラストマイルや市街地の移動機会の創出等サー
ビス水準の向上

自動運転等公共交通のスマート化に向けて



○実装可能性調査

・情報収集 国の実験に伴う協議会等に参加

○社会受容性の向上

・セミナー

・デモンストレーション

自動運転等公共交通のスマート化に向けて

これまでの取組

○導入可能モデル地域の検討

・導入可能地域の需要の明確化、ビジネスモデルの検討

○社会実装に向けた試行

今後の取組



中山間地域

人口集積地域

ｵｰﾙﾄﾞﾆｭｰﾀｳﾝ

観光地

道の駅「奥永源寺渓流の郷」

道の駅「妹子の郷」

2017年11月 実証実験

2017年 ＦＳ実施
2018年 地域実験予定

自動運転活用想定エリア

立命館大学ＢＫＣ 2018年12月 実証実験

人口減少地域での地域内での移動、外出
機会の確保、拠点施設へのアクセスなど
移動手段の確保が必要

嘗てのニュータウンも高齢化が進み、
地域内での移動やアクセスポイントま
での移動手段の確保が必要

観光地内での自動車排除に伴う移動
手段確保や、観光地へのアクセス改
善など

人口集積地域であっても旧市街地と
新市街地の混在や、ラストワンマイル
の検討が必要な交通空白地も混在

竜王町 ﾄﾖﾀﾓﾋﾞﾘﾃｨ基金 ｴﾝﾄﾘｰ予定

自動運転等公共交通のスマート化に向けて


